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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○自己紹介
○人口減少・高齢化社会の進行は、戦後一貫して右肩上がりで成長してきた我が国の「経済社会システム」に大きな影響を与えている。
○現在の我が国の大半の制度は、右肩上がりで成長する社会を前提としている。しかし、人口減少・高齢化社会の進行は、構造的問題である。
○構造的問題に対し、現行の制度を現行の解釈のまま、対処的に問題解決にあたっても限界がある。人口減少と低成長を前提とした新たな制度や制度の新たな解釈、すなわちイノベーションが求められる。
○行政評価は、従来は行政運営の効率化に主眼を置いていた。しかし、今後はこれらの役割に加え、地域における持続可能な「新たな経済社会システム」を支えるイノベーションを促進する知識基盤としての役割も期待されている。
○このような中、現在注目されている地方自治のキーワードに「住民参加」がある。
○これまでも行政評価において、「住民参加」は着目されてきたが、住民を顧客と捉え、説明責任（アカウンタビリティ）の観点から改善を図る取組みが中心であった。
○今回は、少し踏み込み、地域社会を構成する「主体」としての住民の観点から、行政評価と住民参加との連携に向け、行政活動、行政評価、住民参加の構造を整理し、新たな行政評価の可能性について論点を提示したい。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○経営と行政評価
　・政策評価は、民間企業の「経営」概念と密接な関係がある
　・地方自治体における導入も、NPM理論（民間企業の「経営」概念を行政活動に取り入れる）に基づく行財政改革を中心に展開している。
　・地方公共団体の経営の変遷を「行政管理、行政経営、地域経営」の3つの段階から整理
　・従来は、公共＝行政と捉える。現在は公共経営＝行政経営＋地域経営と整理されることが多い。
○「行政管理」：ガバメント（組織的活動の主体）の形成
　・「作業」の統制が組織的に実行できる段階。
　・目的は一つ「区域の住民を構成員とし、その住民の福祉の公共の福祉の増進をはかる」
　・目的の達成に向けた活動を「適正」かつ「継続的」に実施するため、「作業」を分業する
　・「作業」を適正かつ継続的に実施するための最も合理的な組織形態として、官僚制がとられる。
　・官僚制：階層化、標準化（基準を遵守）を組み合わせたもの
　　→　総合計画の政策ー施策ー事務事業との相性が良い
　・行政評価との関係では、「作業」を対象としたアウトプットの評価にあたる
○「行政経営」：マネジメント（組織的意思決定）の形成。活動全体が拡大。民間の経営概念が入る。
　・組織が掲げる目的達成のための「意思決定」が組織的に実行できる段階
　・意思決定の対象は、「資源」の有効活用と「リスク」の極小化
　・効率性：最小の資源（ヒト・モノ・カネ）投入で最大の効果をあげること。
　・行政評価との関係では「政策・施策」または「事業」を対象としたアウトカムの評価にあたる
　・効率性の概念は、比較できるモノサシがないと成立しない。ここで外部の目が初めて入る。これにより、「説明責任」が生じる
　・リスクの極小化：環境変化への耐性力を高めることが目的。行政における今後の課題
○「地域経営」：ガバナンス（多元的統治）への移行。公（Public）と私（Private）の範囲が重なる。
　・地域の概念は、多様な主体の参加が前提。様々主体による活動（三角形の部分）が複雑に重なり合う
　・総合性は、従来は網羅的・体系的と解釈。単元的な主体による意思決定が前提。
　・今後は、多元的な主体による意思決定が求められる。住民参加の重要性が増す。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○地方自治体の統治機構
　・ステークホルダー：議会、首長、行政、住民　との関係を図式化
　・「縦軸：権限の強さ」、「横軸：参加者の広さ」を示す
　・地方自治の統治機構の基本は、地方自治法で制度された統治機構。地方自治体を中心に整理すると理解しやすい。
○現行の制度における住民参加
　・住民参加は、「間接的な参加」と「直接的な参加」に分けられる
　・間接的な参加は、代表による参加である。選挙を通じ住民の代表（議員と首長）を決定しその代表が強い権限をもって地方自治に参加する。
　・直接的な参加は、行政と住民との直接的なやり取りである。パブリックコメント、住民協議会、住民投票など様々な制度がある。
　・基本的には行政と住民とのやり取りが中心であり、情報の流れは、住民→行政は限定的、行政→住民　が中心
○行政評価との関係
　・現在の行政評価は、赤い枠で囲まれた部分に該当。
　・行政活動を「意思決定」と「作業」に分けると、意思決定の一部と作業が対象
○行政評価の機能
　・第１に行政内部の効率化のツールとして活用。市場によるチェックがない行政において、行政経営の中核的な経営機能として活用することが期待されている。
　・第２に住民への説明責任のツール
　・説明責任は、行政をサービスの提供者、住民を顧客と捉える側面が強い。
　・実態は、住民が行政評価の結果を見ることは極めて稀。住民への公開を前提とすることで、行政組織内部に緊張感を与え、第１の効率化の実効性を高める。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○行政経営における前提
　・人口増、右肩上がりの経済成長が前提
　・「顧客」としての住民の様々な意見も、「パイ（行政の領域）」を拡大することで飲み込むことができる
○「総合性」と計画行政
　・パイの拡大（三角形を大きくする）に伴い、合理的な管理に向け官僚制を強化する必要性が高まる
　・官僚制の強化に伴い、地方自治体に求められる「総合性」は、「網羅性」と「体系性」とほぼ同義になる。
　・個々のテーマに応じた目的と手段を「計画」としてとりまとめ、複数の計画を階層的に束ねて整理したものが「総合計画」となる。
　・そのため、政策ー施策ー事務事業による体系化は、合理的な管理を行うための道具としての側面が強い。そのため、各担当職員は、政策ー施策の区分には、殆ど興味を示さない。
○何故、「事務事業」が行政評価の対象となったのか
　・いくつかの要因があるが、ここでは、2つの構造的な要因を整理したい。
　・第1に、政策ー施策ー事務事業による体系化が、目的と手段の関係を厳密に精査したものではなく、政策を評価することが困難であることがあげられる。
　・第2に、顧客である住民の関心は、公共サービスの提供にあり、直接的に関係する事務事業を評価の対象とすることが合理的であったことがあげられる。行政評価の導入時に、「住民満足度」や「住民の視点」といった、顧客としての住民の側面が特に強調されたこともその表れと言える。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○「主体」としての住民
　・行政経営から地域経営へと進化すると、住民は顧客としての側面に加え、主体としての側面が加わる
　・主体とは、行政に一方的に要求するのではなく、理念的には行政と対等の立場でパートナーとして地域づくりに取組む状態（黄色で示した部分が新たに生じる）
　・「作業」については、担い手としての観点が加わる
　・「意思決定」については、その範囲が拡大する。パートナーとしての責任の範囲も拡大する
○対話の道具としての活用の可能性
　・パートナーとして対等・協力の関係になるためには、情報のやり取りの主眼も、「情報提供」から「対話」へと変化する必要がある。
　・従来は、行政の取組みを「理解」、「納得」してもらうことが目的であり、情報提供の方向も一方向
　・対話における情報のやり取りは、多様な主体と多方向に行うことが前提となり、やりとりする情報の量が飛躍的に増える。
　・対話の質を高めるためには、様々な主体が意見を出し深化させるための共通の枠組みが必要である。
　・その基盤情報として注目されるのが、行政評価で作成したドキュメント（行政評価シート）である。行政評価シートは、原則として住民の目線から書かれており、情報量も膨大である。
　・膨大な作業により作成した行政評価シートは、行政経営だけでなく、地域経営における住民との対話の道具として活用できる可能性がある。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○現在の評価シートの管理方法
　・文書は、再利用される目的に沿った形で管理される。
　・管理する際に、その目的が反映されるものが「コード」である。過去に作成した文書をすぐに探し出せるように、「コード」がつけられる。
　・「コード」には、その利用目的の性格が反映される。例えば、同じ処理が求められる定型業務（住民票の発行など）は、問合わせがあった時に目的の文書を探し出せればよい。そのため最も合理的なコードは、日時と発行順となる。
　・多くの自治体において、評価シートは、「政策、施策、事務事業」に準じてコードが付けられている。このコードの体系は、現在の地方自治の「総合性」をチェックする最も合理的な方法。
・個々の評価シートのコードは連番で付与。漏れや重複を直ぐに確認できるため「網羅性」を担保できる。
　・コードの桁は、政策、施策、事務事業に分かれ整理されているため「体系性」を担保できる。
　・評価シートのコードは、ある意味、縦割り行政の象徴とも言える。
○新たな総合性と評価シートの管理方法の方向性
　・地域経営に求められる新たな「総合性」では、「多様性」と「柔軟性」が重視される。住民が地域づくりの主体として「参加」できる領域を拡大し、環境の変化に対応する必要がある。
　・現在の評価シートは、行政の都合で管理。住民にとっては、「政策ー施策ー事務事業」による整理は、分かり易いものとはいえない。評価シートの記載方法だけでなく、管理方法にも工夫が必要。
　・また、「柔軟性」を発揮するため、硬直的な「政策ー施策ー事務事業」だけでなく、変化に応じて施策体系を踏み合わせる必要がある。体系が組み替わることを現在のコードによる整理は想定していない。
○新たな評価シートの管理に求められる視点
　・現在の評価シートは、一度決定した「政策ー施策ー事業」の体系に準ずる、変化を前提としない、「静的な」コード管理をしている。
　・今後の行政評価シートの管理には、
　①住民にとって分かり易いこと（直ぐに必要な情報にアクセスできること）
　②環境変化に応じて、「政策ー施策ー事業」以外の観点から横断的に必要な情報を関連づけられるなど、「動的」な整理ができること　　が求められる。
　・その一つの解が「キーワード」による管理である。
　・学術論文には、必ず執筆者が論文のテーマに関連する「キーワード」をつける。後から引用されることを想定しているためである。評価シートにもキーワードを付与するば、評価シートを再利用する際の利便性が高まり、新たな活用方法が生まれる可能性がある。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○N市における行政評価の対象事業の一覧
　・N市では、総合計画の「政策ー施策ー事務事業」の体系に合わせて、評価シートを作成し行政評価を実施している。
　・個別分野の5テーマ、共通分野の3テーマの計8テーマのうち、442が評価の対象事業である。これだけでも膨大な書類の量になる。
　・現在は残念ながら、評価時のみに活用されている。ホームページで公開しているものの、住民の閲覧は限定的である。行政内部でもあまり活用されているとはいえない状況にある。
○「協働」をキーワードにした整理
　・N市では、「住民参加」を新たな総合計画の中核にしようとしている。関連するキーワードとして「協働」があげられる
　・協働に向けた取組みの現状を知るため、行政内部の取組みを調査する必要があるが、評価シートは活用されていない。実態を知るため、庁内アンケートを別途実施すると想定される。
　・今回、試行的に全ての評価シートの事務事業を対象に、「協働」という言葉が使われているかを検索してみた。その結果、31の事業で「協働」という言葉が使われていることが分かった。
　・「協働」により取組んでいるテーマとして、「除排雪」や「高齢者福祉」があるが、評価シートには、この言葉は使われていない。
　・「政策ー施策ー事務事業」という「性質」での分類上は整合が取れていると思われることも、「協働」という「活動」の分類で整理すると、整合が取れていないことが分かる。
　・「協働」を促進するためには、「協働の促進」というテーマを掲げるだけでなく、自治体の活動全体を俯瞰した上で、このような横断的な観点からも分析し、取組む必要があるのではないか。
　・その検討のための道具として、評価シートは活用できる可能性がある。


7 AXBROTOLREEREM

FREDEITE EEI2EERsEDES ]

ES[0Y i EDSENREEHFKAE DR RBFZDIEH

3OS [ REAZ R 2 (1= E 0 [ RE D 38 H &t AL & BE O[5 7€

EARMLZ AR
DiRE

e ENOY LMl [ RE AR IR (2 [A] 1 - BRI T R DR

- Y | s
EHEIDILE

HAONEREICAITEEARNGEFRDRFAELEERE

EETEEIT OMEEDHEILLEIRE D

EHREXOITEREFTHDOR

TIONTYNGEEN) ETOMAL(BRZER) ODFvIERIE



プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○公共政策のプロセスと評価活動の位置付け
・「問題の同定」〜「評価」の各段階に整理される
・行政評価のPDCAサイクルは、2つ。
・一つはアウトプット評価で、執行と評価の間のサイクルを形成。自治体の行政評価の中心
・もう一つが、アウトカム評価。公共政策の一連のプロセス全体のサイクルを形成
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○公共政策のアプローチの違い
・モノローグ：計画に基づき実施。計画に忠実な執行を目指すフォーターフロー型
→　単元的主体が前提。行政経営に位置付けられる
・ダイアローグ：試行を繰り返し漸次的改善を図るスパイラル型
→　多元的主体が前提。地域経営に位置付けられる
○住民参加との関係
・現在はモノローグの活動が中心。「問題」、「計画」、「評価」の各段階で実施。各プロセスは独立するとともに、政策・施策単位でも独立して実施
・今後はダイアローグの活動が中心。ダイアローグのキーワードは「総合性」そのためには、個別にバラバラで実施していた事柄を繋ぎ合わせることが重要である。
・繋ぐ対象は、
　①プロセス（公共政策に係るプロセス）
　②政策・施策（テーマ）
　③時間（過去と現在と未来）
・行政評価の評価シートには、実はこの3つの要素が入っている。住民参加を促進するための情報基盤として活用できる可能性がある。
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